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令和  年  月  日 

 

税務署長殿 

本店又は主たる 
事務所の所在地 

〒 
 
 

（フリガナ）  

外国法人の名称 
 

法 人 番 号 
             
             
             

（フリガナ）  

代 表 者 の 氏 名   

 
 租税特別措置法施行令第39条の33の2第1項（外国組合員の課税所得の特例）に規定する特例適用投資組合契約等について同
項の規定の適用を受けたいので、下記のとおり届け出ます。  

記 

を

締

結

し

て

い
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場
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特

例

適

用

投

資

組

合

契

約 

（フリガナ）  

投 資 組 合 の 名 称  

国内にある事務所等の

所 在 地 

 

納 税 地  

特例適用申告書及び変

更申告書の提出年月日 
令和  年  月  日 

 内国法人の株式又は出資の譲渡の時において、特例適用投資組合契約について    

租税特別措置法第67条の16第1項の規定の適用を 

を
締
結
し
て
い
る
場
合 

投

資

組

合

契

約 

（フリガナ）  

投 資 組 合 の 名 称  

主 た る 事 務 所 

の 所 在 地 
 

租税特別措置法施行令第39条の33の2第1項第1号及び第2号に掲げる要件を   満たしている・満たしていない 

内国法人の発行済株式総数又は出資総額に占める保有割合 
譲 渡 事 業 年 度 

終 了 の 日 
変 更 前 

 

 

内 国 法 人 の 特 殊 関 係 株 主 等 の 保 有 割 合 
％ ％ 

内国法人の特殊関係株主等のうち特例適用投資組合契約等に係る法人

税法施行令第 178条第 4項第 3号又は平成26年改正前の法人税法施行

令第187条第４項第３号に掲げる者に該当する者の保有割合  
  

譲 渡 し た 内 国 法 人 の 

株 式 又 は 出 資 の 明 細 

銘    柄 株式数又は出資金額 

 内 

 内 

 

 内 

 内 

 内 

そ の 他 参 考 と 

な る べ き 事 項 
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決算

期 
 

業種 

番号 
 番号  
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付印 
年 月 日 確認  

03.06改正 
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受けている・受けていない 


